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・ 2016年には、「不慮の事故」により、14歳以下の子ども292人の命が失われ

ている。

・ 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による死亡数は長期的

には大幅に減少し、1980年から2015年の35年間で10分の１以下に。

第１部第２章 子どもの事故防止に向けて
第１節 子どもの事故を社会全体で防ぐ

特集

「不慮の事故」は子どもの死因上位４位以内

【ID30031】Ⅰ-2-1-1_○0411_2016年の子どもの死因上位５位.xlsx

図表Ⅰ-2-1-1 2016年の子どもの死因上位 5位

1 位 2 位 3 位 4 位 5 位

0 歳
（1,928人）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（663人、34.4%）

周産期に特異的
な呼吸障害等　
（282人、14.6%）

乳幼児突然死症
候群　　　　　
（109人、5.7%）

不慮の事故
（73人、3.8%）

胎児及び新生児
の出血性障害等
（67人、3.5%）

1 - 4 歳
（690人）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（150人、21.7%）

不慮の事故
（85人、12.3%）

悪性新生物
（59人、8.6%）

心疾患
（40人、5.8%）

肺炎
（35人、5.1%）

5 - 9 歳
（391人）

悪性新生物
（84人、21.5%）

不慮の事故
（68人、17.4%）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（32人、8.2%）

肺炎
（19人、4.9%）

心疾患
（16人、4.1%）

10-14歳
（440人）

悪性新生物
（95人、21.6%）

自殺
（71人、16.1%）

不慮の事故
（66人、15.0%）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（27人、6.1%）

心疾患
（19人、4.3%）

（備考）　 ❶ ． 厚生労働省「人口動態統計」（❷⓪❶❻年）の「性・年齢別にみた死因順位（死亡数、死亡率（人口❶⓪万対）、割合（％））」により作成。
　　　　 ❷ ． ⓪ 歳は「乳児死因順位に用いる分類項目」、それ以外は「死因順位に用いる分類項目」に基づく。
　　　　 ❸ ． 「心疾患」は心疾患（高血圧性を除く）、「周産期に特異的な呼吸障害等」は周産期に特異的な呼吸障害及び心血管障害、「胎児及び

新生児の出血性障害等」は胎児及び新生児の出血性障害及び血液障害の省略。

【ID30030】Ⅰ-2-1-2_○0406_子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による死亡数の推移.xlsx

図表Ⅰ-2-1-2 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による死亡数の推移

（備考）　 ❶ ． 厚生労働省「人口動態統計」により作成。
　　　　 ❷ ． 「不慮の事故」（❶❾❾⓪年以前は「不慮の事故及び有害作用」）から「交通事故」、「自然の力への曝露」（❶❾❾⓪年以前は「天災」）

を除いたもの。

2015
（年）

2010200520001995199019851980
0

3,000
（人）

2,500

2,000

1,500

1,000

500

2,545

1,663

1,159
935

600 518
352

247

19



・ 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」の死因内訳をみると、

「０歳」では、「窒息」が約９割を占めている。

・ 「溺水」は、「1-4歳」で45.6％、「5-9歳」で52.9％、「10-14歳」で52.6％であり、

１歳以上では約半数を占めている。

第１部第２章第１節 子どもの事故を社会全体で防ぐ

死因内訳は、０歳では「窒息」が約９割、
１歳以上は「溺水」が約半数

【ID30055】Ⅰ-2-1-4_○_子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による年齢層別の死因内訳（2016年）.xlsx

図表Ⅰ-2-1-4 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による年齢層別の死
因内訳（2016年）

（備考）　 ❶ ． 厚生労働省「人口動態統計」（❷⓪❶❻年）により作成。
　　　　 ❷ ． 「交通事故」、「自然の力への曝露」を除いて集計。
　　　　 ❸ ． 「溺水」は「不慮の溺死及び溺水」、「窒息」は「その他の不慮の窒息」、「火災」は「煙，火及び火炎への曝露」の略。
　　　　 ❹ ． 「その他」には、「生物によらない機械的な力への曝露」、「生物による機械的な力」、「電流，放射線並びに極端な気温及び気

圧への曝露」、「熱及び高温物質との接触」、「有毒動植物との接触」、「有害物質による不慮の中毒及び有害物質への曝露」、「無
理ながんばり，旅行及び欠乏状態」、「その他及び詳細不明の要因への不慮の曝露」が含まれる。

　　　　 ❺ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

4.3

1.8

5.9

5.3

4.0

7.0

14.7

5.3

5.6

89.9

35.1

17.6

15.8

47.5

5.8

45.6

52.9

52.6

34.3

10.5

8.8

21.1

8.6

0 10080604020
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第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 東京消防庁の管内では、日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数

は、子どもと高齢者が多い。

・ 中でも、「１歳」が232.5人/万人で最も多い。

１歳が日常生活の事故で最も救急搬送されている

【ID30036】Ⅰ-2-2-2_○0411_日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数と初診時危害程度.xlsx

図表Ⅰ-2-2-2 日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数（東京消防庁の管内）

（備考）　 ❶ ． 東京消防庁「救急搬送データ」（❷⓪❶❷-❷⓪❶❻年）に基づき消費者庁が集計。
　　　　 ❷ ． 総務省「国勢調査」（❷⓪❶❺年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を❷⓪❶❷年から❷⓪❶❻年までの平均人

口として人口当たりの救急搬送人員数を算出した。
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第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 子どもの日常生活事故による救急搬送人員数を事故種別にみると、各年齢

を通じて「ころぶ」と「落ちる」の割合が高い。

・ 「０歳」では、人やベッドから「落ちる」（31.2％）に続き、「ものがつまる等」が

26.1％で２番目に多い。

事故種別では、「ころぶ」と「落ちる」の割合が大きい

【ID30041】Ⅰ-2-2-4_○0406_日常生活事故による救急搬送人員数の事故種別割合.xlsx

図表Ⅰ-2-2-4 日常生活事故による救急搬送人員数の事故種別割合

（備考）　 ❶ ． 東京消防庁「救急搬送データ」（❷⓪❶❷差❷⓪❶❻年）に基づき消費者庁が集計。
　　　　 ❷ ． 各年齢後の（　）内は❷⓪❶❷年から❷⓪❶❻年までの ❺ 年間の救急搬送人員数。
　　　　 ❸ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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8.0

11.4

12.6

16.2

24.0
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21.9

15.1
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0 10080604020

７―14歳
（24,005人）

４―６歳
（13,232人）

３歳
（7,518人）

２歳
（9,943人）

１歳
（12,189人）

０歳
（8,349人）

（％）
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かまれる・刺される おぼれる その他 不明やけど

ころぶ 落ちる ものがつまる等

やけど おぼれる
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第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 「転倒・転落」の死因内訳は、「０歳」では、人からの転落や同一平面上での

転倒が多い。ベッドからの転落も18.2％。

・ ３歳以上は、建物又は建造物からの転落が６割以上。

０歳では人やベッドからの転落、
年齢が高くなると建物からの転落が死因

【ID30047】Ⅰ-2-2-9_○0411_「転倒・転落」の年齢別死因内訳.xlsx

図表Ⅰ-2-2-9 「転倒・転落」の年齢別死因内訳

（備考）　 ❶ ． 厚生労働省「人口動態調査」（❷⓪⓪❼差❷⓪❶❻年）により作成。
　　　　 ❷ ． 各年齢後の（　）内は❷⓪⓪❼年から❷⓪❶❻年までの❶⓪年間の死亡数。
　　　　 ❸ ． 「その他」には、「その他の転落」、「アイススケート，スキー，ローラースケート又はスケートボードによる転倒」、「がけか

らの転落」、「溺死又は溺水以外の損傷を生じた水中への潜水又は飛込み」、「運動場設備からの転落」、「他人との衝突又は他
人に押されることによる同一平面上でのその他の転倒」、「その他の家具からの転落」が含まれる。

　　　　 ❹ ． 厚生労働省の人口動態調査の調査票情報を利用し再集計しており、公表数値とは一致しない場合がある。
　　　　 ❺ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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0 100
（％）
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（22人）

１歳
（30人）
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（33人）

建物又は建造物からの転落 スリップ，つまづき及びよろめきによる同一平面上での転倒
他人によって運ばれているとき又は支えられているときの転倒・転落
階段及びステップからの転落及びその上での転倒 椅子からの転落 ベッドからの転落
その他
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第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 救急搬送データによると、「おぼれる」事故のうち、０歳から２歳までの各年

齢とも、９割以上が「浴槽」で発生。

・ ３歳以上では「河川」での事故が増え、「7-14歳」では37.9％を占める。

浴槽でおぼれる事故が多い

【ID30051】Ⅰ-2-2-11_○0406_「おぼれる」の年齢別関連器物.xlsx

図表Ⅰ-2-2-11 「おぼれる」の年齢別関連器物

（備考）　 ❶ ． 東京消防庁「救急搬送データ」（❷⓪❶❷差❷⓪❶❻年）に基づき消費者庁が集計。
　　　　 ❷ ． 各年齢後の（　）内は❷⓪❶❷年から❷⓪❶❻年までの ❺ 年間の救急搬送人員数。
　　　　 ❸ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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４―６歳（14人）

３歳（15人）

２歳（25人）

１歳（67人）

０歳（56人）

浴槽 ビニールプール プール 河川 その他
（%）

24



子どもの事故が起こる様子についての啓発

第１部第２章第２節 子どもの事故状況

寝返り等をして、ベッドの端から転落。 転落し、頭部や身体に受傷。

大人用ベッドからの転落事故のイメージ画像
【図表】大人用ベッドからの転落事故のイメージ画像

【図表】ベランダ1000プロジェクト
（NPO法人セーフキッズジャパン）

【図表】教えて！ドクタープロジェクト
「子どもは静かに溺れます！」
（佐久医師会、佐久市）

（備考）　写真提供：国民生活センター

寝返り等をして、ベッドの端から転落。 転落し、頭部や身体に受傷。
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【図表】子どもを事故から守る‼事故防止ハンドブック

未就学児に予期せず起こりやすい事故と
その予防法、対処法のポイントをまとめたもの。
消費者庁ウェブサイトからのダウンロードが可能。
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・ 「チャイルドシートの使用義務」の認知度は９割。

・ 子どもがいる人は、全体に比べ全項目で認知度が高い。

・ 特に「１歳未満にハチミツを食べさせてはいけないこと」及び「誤飲チェッ

カー」で、全体と子どもがいる人とで認知度の差が大きい。一方、子どもがい

る人でも、前者では１割以上、後者では約６割が「知らない」と回答。

第１部第２章第３節 子どもの事故防止に関する意識・行動

子育てをしている人の方が事故防止の知識がある

【ID40033】Ⅰ-2-3-1_○0404_子どもの事故防止についての知識.xlsx

図表Ⅰ-2-3-1 子どもの事故防止についての知識

（備考）　 ❶ ． 消費者庁「消費者意識基本調査」（❷⓪❶❼年度）により作成。各項目は調査票の項目名を省略している。
　　　　 ❷ ． 「あなたは、日常生活における子供の事故防止について、以下のようなことを知っていますか。当てはまるものを ❶ つずつお

選びください。」との問に対する回答。
　　　　 ❸ ． 「子供がいる人」とは、最年少の同居者が❶❹歳以下で、子供と同居し、かつ、孫と同居していない人。
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・ 子どもの事故防止に関する情報源を０～６歳の子どもがいる保護者に聞い

たところ、全体では「新聞・テレビなどの報道」の回答割合が高い。

・ 父親には、「保育園・幼稚園・学校」、「行政」からの情報が届く機会が母親に

比べて少ないことがうかがわれる。

・ 事故防止に関する知識は、全体的に父親よりも母親の認知度が高い。

【徳島県内での調査結果から】

第１部第２章第３節 子どもの事故防止に関する意識・行動

母親は父親と比べ、「保育園・幼稚園・学校」、
「行政」から事故防止に関する情報を入手

【ID60005】子どもの事故防止に関する情報の入手先（０-６歳児の保護者）.xlsx

図表Ⅰ-2-3-8 子どもの事故防止に関する情報の入手先（ 0 - 6 歳児の保護者）

（備考）　 ❶ ． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（❷⓪❶❼年度・保護者アンケート）により作成。
　　　　 ❷ ． 「あなたは、子どもの事故防止に関する情報をどこから入手、または、見聞きしますか。」との問に対する回答（複数回答）。
　　　　 ❸ ． 回答者は、徳島県内の出産予定夫婦、０歳児、１差３歳児、４差６歳児の保護者。
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・ 消費者庁消費者安全調査委員会（消費者事故調）では、子どもの身体的特

徴や行動特性に着目し、科学的かつ客観的な調査を実施。

・ 調査で得られた知見の例

「玩具による乳幼児の気道閉塞事故」（2017年11月報告書公表）

・ 乳幼児には、咽頭の大きさが最大開口量と比べて小さい等の身体的特徴がある

こと

・ 大きさや形状からは喉の閉塞が発生するとは考えにくい玩具であっても、唾液

などと入り混じって、窒息に至る可能性があること 等

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

消費者事故調の調査により、気道閉塞の
メカニズムが明らかに

【ID80008】Ⅱ-1-2-6_啓発用の資料（動画、ペーパークラフト）.pptx

図表Ⅱ-1-2-6 啓発用の資料（動画、ペーパークラフト）

（a）啓発動画タイトル （c）ペーパークラフト全体像

（b）乳幼児の口・のどの大きさ（啓発動画から抜粋） （d）口腔、咽頭、喉頭部分
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・ 子どもの事故の発生を受けて、消費生活用製品安全法の規定に基づく規制対象

品目の追加や運用の改正を行った。

例 ・ 使い捨てライターを使用した子どもの火遊びの事故が多発していたこと

から、2010年に規制対象品目に追加（2011年９月完全施行）。

・ 乳児用ベッド について、寝返りやつかまり立ちをして柵を乗り越えること

により転落する事故等が発生したことから、安全基準の運用を見直し、

表示が義務付けられている使用上の注意事項を追加（2014年４月施行）。

・ 使用後は前枠を所定の位置に戻さなければ危険である旨、つかまり立ちが

できるようになる時期（おおむね生後５か月以上）の目安等を記載

・ 使用者が認識しやすいよう図表示を貼付 等

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

消費生活用製品安全法における規制の強化

【ID20065】Ⅰ-2-4-1_乳児ベッド注意書き（図表示）.png

図表Ⅰ-2-4-3 乳児用ベッドの使用上の
注意事項（図表示・例）

【ID20069】Ⅰ-2-4-5_安全に配慮した製品であることを示すマーク表示の一覧表.xlsx

図表Ⅰ-2-4-9 安全に配慮した製品であることを示すマーク表示

マーク 対象製品 概要

法
定

〈PSCマーク〉

特
定
製
品

特
別
特
定
製
品

乳児用ベッド 消費生活用製品安全法の規定に基づき表示が義務付
けられたマーク。
対象製品は、国の定めた安全基準に適合した旨の
PSCマークがなければ販売できない。製造又は輸
入業者は国の安全基準に適合しているか自己確認が
義務付けられている。「特別特定製品」は更に第三
者機関の検査が義務付けられている。

携帯用レーザー応用装置
浴槽用温水循環器
ライター
登山用ロープ
家庭用の圧力なべ及び圧力がま
乗車用ヘルメット
石油給湯機
石油ふろがま
石油ストーブ

任
意

〈JISマーク〉 日用品、電気用品、家具類、建築資材等 日本工業規格（JIS）に適合する製品が表示するこ
とができるマーク。
JISに該当する商品を製造する事業者等は、登録認
証機関から認証を受けた後、JISマークを商品など
に表示することができる。

〈SGマーク〉 構造・材質・使い方等からみて生命・身
体に危害を与えるおそれのある消費生活
用製品。子ども向け製品では、ベビー
カー、滑り台、乳幼児用ベッド、抱っこ
ひも、幼児用ベッドガード等

一般財団法人製品安全協会が製品ごとに制定する製
品の安全性に関する認定基準に適合した製品に表示
されるマーク。
SGマーク付製品に欠陥があり、それを原因として
人身損害が起きた場合、対人損害を賠償する制度も
付加されている。

〈Ｓマーク〉 電気用品安全法（昭和36年法律第234号）
の対象製品のほか、あらゆる電気製品

電気用品安全法を補完する民間の第三者認証制度
（Ｓマーク認証制度）により、「Ｓマーク認証基準」
に適合した製品に表示されるマーク。
Ｓマーク認証機関が、電気用品安全法の規制対象品
目については、同法の技術基準、同法の規制外の製
品については、Ｓマーク認証機関が定める又は認め
るJIS等の基準の適合性を検査している。
電気製品認証協議会（SCEA）が、第三者認証制度
の公平な運営及び普及等についてＳマーク認証機関
に提言を行っている。

〈STマーク〉 14歳以下の子ども向けの玩具（対象外商
品あり）

一般社団法人日本玩具協会が制定した玩具安全基準
（ST基準）に適合した製品であることを示すマーク。
第三者検査機関によるST基準適合検査に合格した
製品に表示される。また、STマーク付玩具には対
象年齢が記載されている。
STマーク付玩具の欠陥が原因の事故に備え、事業
者への賠償補償が付けられている。

〈SPマーク〉 公園の遊具 一般社団法人日本公園施設業協会が制定した安全基
準（遊具の安全に関する規準JPFA-SP-S：2014）
に適合した製品であることを示すマーク。同基準に
おいては、遊具の構造、設置面の素材、点検・修繕
方法、表示等の基準を定めている。
この基準に基づいて、遊具の設計、製造、販売、施
工、点検、修繕ができることを、外部審査委員会の
審査により認定された会員企業だけが表示できる。

そ
の
他

〈キッズデザインマーク〉 限定なし 特定非営利活動法人キッズデザイン協議会が主催す
る「キッズデザイン賞」を受賞した作品に使用が認
められるマーク。

【ID20069】Ⅰ-2-4-5_安全に配慮した製品であることを示すマーク表示の一覧表.xlsx
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に適合した製品であることを示すマーク。同基準に
おいては、遊具の構造、設置面の素材、点検・修繕
方法、表示等の基準を定めている。
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工、点検、修繕ができることを、外部審査委員会の
審査により認定された会員企業だけが表示できる。

そ
の
他
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・ 事業者が、製品の品質や性能・安全性等を定める規格に沿って製品を製造する

ことで、消費者は、一定の安全性が確保された商品を入手できる。

・ 任意規格のうち、ＪＩＳは、工業標準化法に基づき制定される国家規格。

・ 子どもの事故の発生を受けて、新たなＪＩＳ規格の制定が行われた。

例 〔 子ども服のひも・フード 〕

子ども服のひもやフードが遊具等に引っ掛かる「ヒヤリハット」が多かった

ことから、2015年12月にＪＩＳＬ4129（よいふく）を制定。

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

ＪＩＳ規格の制定等による製品の安全性の確保

【ID20086】Ⅰ-2-4-4__ＪＩＳＬ4129（具体的事例）.pdf

図表Ⅰ-2-4-4 JIS L4129（具体的事例）

ひもの要求事項（具体的事例）

★頭部及びけい部の範囲：

★背面の範囲：

年少の子供用衣料：

年長の子供用衣料：

年少及び年長の子供用衣料：

ひもが付いた衣料をデザイン、製造又は供給してはならない。

年少及び年長の子供用衣料：

〇印：許容できる事例　　×印：許容できない事例

図１ 図３

×

図２

× ×

× 〇

a
〇

引きひもは自由端があってはならない。衣料の開口部が最大の場合、突き出たルー
プがあってはならない。ループの円周は150mmを超えてはならない（図１参照）。
ホルターネックひもは、頭部及びけい部の範囲に自由端がないようにしなければな
らない（図２参照）。

衣料の後部から出す又は後部で結ぶ引きひも、装着ひも及び装飾ひもがあってはな
らない（図３参照）。

（出典） 経済産業省「子ども用衣料（ひもの安全基準）のJIS案を公表します。～子ども服メーカー・消費者等、関係者へのJIS普及・周
知に向けて～」（❷⓪❶❹年 ❻ 月❷❹日公表）

【ID20069】Ⅰ-2-4-5_安全に配慮した製品であることを示すマーク表示の一覧表.xlsx
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に適合した製品に表示されるマーク。
Ｓマーク認証機関が、電気用品安全法の規制対象品
目については、同法の技術基準、同法の規制外の製
品については、Ｓマーク認証機関が定める又は認め
るJIS等の基準の適合性を検査している。
電気製品認証協議会（SCEA）が、第三者認証制度
の公平な運営及び普及等についてＳマーク認証機関
に提言を行っている。

〈STマーク〉 14歳以下の子ども向けの玩具（対象外商
品あり）

一般社団法人日本玩具協会が制定した玩具安全基準
（ST基準）に適合した製品であることを示すマーク。
第三者検査機関によるST基準適合検査に合格した
製品に表示される。また、STマーク付玩具には対
象年齢が記載されている。
STマーク付玩具の欠陥が原因の事故に備え、事業
者への賠償保障が付けられている。

〈SPマーク〉 公園の遊具 一般社団法人日本公園施設業協会が制定した安全基
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おいては、遊具の構造、設置面の素材、点検・修繕
方法、表示等の基準を定めている。
この基準に基づいて、遊具の設計、製造、販売、施
工、点検、修繕ができることを、外部審査委員会の
審査により認定された会員企業だけが表示できる。

そ
の
他

〈キッズデザインマーク〉 限定なし 特定非営利活動法人キッズデザイン協議会が主催する
「キッズデザイン賞」を受賞した作品に使用が認められ
るマーク。
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・ 事業者団体等が、製品の安全に関する任意の基準を定めている。基準に適

合した製品には、事業者がマークを表示することができる。

・ 子どもの安全に配慮された製品を広く社会に伝え、消費者に安全な製品を

選択してもらうための取組も行われている。

例 ＮＰＯ法人キッズデザイン協議会による「キッズデザイン賞」

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

自主基準の制定とマークの表示等、事業者団体の取組
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乗車用ヘルメット
石油給湯機
石油ふろがま
石油ストーブ

任
意

〈JISマーク〉 日用品、電気用品、家具類、建築資材等 日本工業規格（JIS）に適合する製品が表示するこ
とができるマーク。
JISに該当する商品を製造する事業者等は、登録認
証機関から認証を受けた後、JISマークを商品など
に表示することができる。

〈SGマーク〉 構造・材質・使い方等からみて生命・身
体に危害を与えるおそれのある消費生活
用製品。子ども向け製品では、ベビー
カー、滑り台、乳幼児用ベッド、抱っこ
ひも、幼児用ベッドガード等

一般財団法人製品安全協会が製品ごとに制定する製
品の安全性に関する認定基準に適合した製品に表示
されるマーク。
SGマーク付製品に欠陥があり、それを原因として
人身損害が起きた場合、対人損害を賠償する制度も
付加されている。

〈Ｓマーク〉 電気用品安全法（昭和36年法律第234号）
の対象製品のほか、あらゆる電気製品

電気用品安全法を補完する民間の第三者認証制度
（Ｓマーク認証制度）により、「Ｓマーク認証基準」
に適合した製品に表示されるマーク。
Ｓマーク認証機関が、電気用品安全法の規制対象品
目については、同法の技術基準、同法の規制外の製
品については、Ｓマーク認証機関が定める又は認め
るJIS等の基準の適合性を検査している。
電気製品認証協議会（SCEA）が、第三者認証制度
の公平な運営及び普及等についてＳマーク認証機関
に提言を行っている。

〈STマーク〉 14歳以下の子ども向けの玩具（対象外商
品あり）

一般社団法人日本玩具協会が制定した玩具安全基準
（ST基準）に適合した製品であることを示すマーク。
第三者検査機関によるST基準適合検査に合格した
製品に表示される。また、STマーク付玩具には対
象年齢が記載されている。
STマーク付玩具の欠陥が原因の事故に備え、事業
者への賠償補償が付けられている。

〈SPマーク〉 公園の遊具 一般社団法人日本公園施設業協会が制定した安全基
準（遊具の安全に関する規準JPFA-SP-S：2014）
に適合した製品であることを示すマーク。同基準に
おいては、遊具の構造、設置面の素材、点検・修繕
方法、表示等の基準を定めている。
この基準に基づいて、遊具の設計、製造、販売、施
工、点検、修繕ができることを、外部審査委員会の
審査により認定された会員企業だけが表示できる。

そ
の
他

〈キッズデザインマーク〉 限定なし 特定非営利活動法人キッズデザイン協議会が主催す
る「キッズデザイン賞」を受賞した作品に使用が認
められるマーク。
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・ 消費者庁「リコール情報サイト」は、各府省庁や地方の行政機関が公表した

リコール情報や事業者の自主的なリコールの情報のうち、消費者に有用なもの

を一元的に集約し公開。

・ 「リコール情報サイト」を活用し、実際に製品を回収する取組も行われている。

例 〔幼児向けリコール製品回収事業（消費者行政充実ネットちば）〕

幼児と保護者が集まる場所に、案内板とリコール製品一覧表を設置。

家庭内にリコール製品があるかを問うアンケート調査を実施し、リコール

手続への行動につながる例も。

（2017年度 経済産業省 製品安全対策優良企業表彰 特別賞受賞）

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

リコール情報を一元的に集約し、公開

・子ども用品については、特集を組んで紹介。
・「子ども向けリコール情報」のメールサービスでは、リコール情報サイトへの新規登録
情報のうち、子供向け用品と食品のアレルギー物質の表示欠落に関する情報を配信。

【ID20070】Ⅰ-2-4-10_○_消費者庁「リコール情報サイト」.pptx

図表Ⅰ-2-4-10 消費者庁「リコール情報サイト」
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・ 政府では、2016年度から「子供の事故防止に関する関係府省庁連絡会議」

を設置し、取組実施状況の共有及び関係府省庁間の連携を推進。

・ 特に、広報面の連携強化として、2017年度から「子どもの事故防止週間」を

創設。共通テーマを掲げて、集中的に広報を実施。

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

「子どもの事故防止週間」を設け、
関係府省庁が連携して集中的に広報

【ID20073】Ⅰ-2-4-9_包括的なアプローチの推進.pptx

図表Ⅰ-2-4-15 包括的なアプローチの推進

〈保護者への周知・啓発、事故防止に関する指針等の周知、製品の改善〉

保護者

PSCマーク、キッズデザイン賞　等
（経済産業省）　　

製品の改善

自治体
・
事業者
・

関係団体

保護者と子どもに向け
た周知・啓発

施設等での事故防止に
関する指針等

①ウェブサイト、メール、SNSで
保護者等に発信

　・子どもを事故から守る！Twitter
　　（消費者庁）
　・健やか親子21（厚生労働省）
　・こちら製品安全情報局
　　（経済産業省）　　　　　　　　

等
②事故防止に向けた啓発資料の作
成・周知

　消費者庁、消防庁、経済産業省
等

③授業等
　・「子ども向けの製品安全教育」
　　（経済産業省）
　・「海上安全教室」（海上保安庁）

・「教育・保育施設等における事
故防止及び事故発生時の対応の
ためのガイドライン」

　（内閣府、厚生労働省、文部科学省）
・「学校事故対応に関する指針」
　（文部科学省）
・「都市公園における遊具の安全
確保に関する指針」

　（国土交通省）
・「商業施設内の遊戯施設の安全
に関するガイドライン」

　（経済産業省）
・「プールの安全標準指針」
　（国土交通省・文部科学省）

「子どもを事故から守る！プロジェクト」
シンボルキャラクター　アブナイカモが
登場するポスター

2018年 5 月、「水の事故」、「幼児用座席
付自転車の事故」をテーマに、関係府省
庁が連携し、集中的に広報活動を実施。

【ID20075】Ⅰ-2-4-11_子どもの事故防止週間ポスター.pdf

図表Ⅰ-2-4-17 「子どもの事故防止週間」
ポスター
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・ 消費者事故の防止のための注意喚起やリコール情報は、報道発表や消費者

庁ウェブサイトへ掲載のほか、消費者庁公式Twitter、Facebookでも連動して

発信。

・ 2017年４月から、「消費者庁 子どもを事故から守る！Twitter」を開始。注意

喚起等の内容に応じて首相官邸ＬＩＮＥも活用。

・ 国際的な共同キャンペーンによる注意喚起、情報提供も実施。

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

消費者庁による積極的な情報発信

【ID80003】Ⅱ-1-2-1_○0412_注意喚起と情報発信方法.pptx

図表Ⅱ-1-2-1 注意喚起と情報発信方法

報道発表 Twitter
@caa_shohishacho

Facebook
@caa.shohishacho

首相官邸
LINE

@kantei

子どもを事故から
守る！Twitter
@caa_kodomo

子ども安全メール
From消費者庁

m.kodomo@caa.go.jp

消費者

注意喚起

【ID80004】Ⅱ-1-2-2_高い関心を集める情報の迅速な提供.pptx

図表Ⅱ-1-2-2 高い関心を集める情報の
迅速な提供

【ID80048】Ⅱ-1-6-10_家具転倒防止のための注意喚起.pptx

図表Ⅱ-1-6-10 家具転倒防止のための
注意喚起

家具やテレビの転倒に気を付けましょう！
―下敷きになった子どもが死亡する事故も―

（❷⓪❶❼年❶❶月❶⓪日　公表）
OECDグローバル共同啓発キャンペーンの一環として実施。
出典：米国消費者製品安全委員会(CPSC)
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第１部第２章第５節 子どもを安全な環境で育てるために

【国や地方の行政機関】
・ 法令等による規制や事業者への措置等
・ 事故に関する情報収集・原因究明の充実・強化
・ 子育てに関わる人にタイムリーな情報提供

 情報技術を活用し、子どもの月齢・年齢に応じた情報提供

 母親だけでなく父親・祖父母・地域の人に対する啓発

【事業者・事業者団体】
・ 安全の確保に向けた、事業者団体・事業者による自主基準の作成
・ より安全な商品・サービスの開発・提供

*日本経済団体連合会「企業行動憲章」第一原則

「イノベーションを通じて社会に有用で安全な商品・サービスを開発、提供し、持続可能な経済

成長と社会課題の解決を図る」

【子どもの周りにいる大人】
・ 子どもの事故防止に向けて正しい知識を知り、行動する。

 年齢・月齢等によって起きる可能性のある事故

 事故の予防に向けた適切な行動

 事故が起きた後の応急手当や相談方法 等

【幅広い連携】
・ 事故防止に向けては、地域ぐるみの取組等、幅広い関係者の連携が必要。
・ 医療関係者や専門家、民間団体等の協力を得ることも期待される。

子どもの事故を防ぐために、各主体に求められること

【ID30033】0320修正_事故予防のサイクル.pptx

図表Ⅰ-2-1-7 事故防止への取組の流れ

対策・
実行

子ども

保護者

関係者

事業者

地方公
共団体

国

事故情報
の収集

知識共有

注意喚起

効果検証

事故情報
の分析
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◆地域全体で安全な街づくりに取り組む＜京都府亀岡市＞

・ 安全な地域づくり・学校づくりに関する国際的な認証「セーフコミュニティ（ＳＣ）」・

「セーフスクール（ＩＳＳ）」を取得。

・ 市内の９保育所が地域（市、自治会、近隣住民等）と連携し、保育園児 の安全に

取り組んでいる。

・ 市独自の電子登録システム「乳幼児外傷予防システム」に、看護師等が園児の

けがの状況を入力することにより、保育士等が

けがの傾向を容易に把握できる。

・ 通園路等の「環境整備」、保護者や園児

に対する「安全安心教育」等のプログラム

を実施。

・ これらの取組により、園児の転倒によるけが

が減少傾向。子ども自身の安全意識の向上

といった成果も。

地域や社会における事故防止に向けた包括的な取組

◆検証から対策の実施まで包括的に取り組む＜東京都商品等安全対策協議会＞

・ 消費者、事業者、学識経験者等が毎年度、

テーマに選定した商品やサービス の安全性

について検討し、提言や消費者への注意喚

起等を取りまとめ。

・ 子どもの事故に関する最近のテーマは、

「ベランダからの転落防止のための手すり」

（2017年度）、「歯ブラシ」（2016年度）、

「ボタン電池等」（2015年度）。

・ 例えば、ボタン電池等については、提言後、

事業者団体による自主ガイドラインの制定や、

誤飲防止パッケージの導入、ＪＩＳ規格の改正

等が行われている。

第１部第２章第５節 子どもを安全な環境で育てるために

砂があると滑るのでほうきで
掃除をしています

【図表】亀岡市の取組

【図表】誤飲防止パッケージ導入のポスター
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